
　

本
年
は
、
５
年
に
１
度
の
年
金
制
度
の
大
き
な
改
正
が
行
わ
れ
る
年
に
あ

た
り
、
改
革
議
論
が
進
め
ら
れ
て
き
た
。
当
初
の
日
程
で
は
、
本
年
の
３
月

上
旬
に
改
正
法
案
が
国
会
に
提
出
さ
れ
、
審
議
が
ス
タ
ー
ト
す
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
た
が
、
昨
年
10
月
の
衆
議
院
選
挙
で
与
党
が
大
敗
し
て
少
数
与
党
と

な
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
法
案
提
出
が
５
月
に
ず
れ
込
ん
で
し
ま
っ
た
。
結
果

と
し
て
、
十
分
と
は
い
え
な
い
審
議
を
経
て
、
６
月
13
日
に
年
金
改
革
法
が

成
立
す
る
と
い
う
異
例
の
事
態
と
な
っ
た
。

　

２
０
２
５
年
金
改
革
が
一
定
の
到
達
点
を
迎
え
た
こ
の
段
階
で
、
本
号
で

は
今
次
改
革
の
全
体
像
を
で
き
る
だ
け
わ
か
り
や
す
く
整
理
し
て
、
お
伝
え

す
る
こ
と
と
し
た
。
年
金
法
改
正
の
途
中
経
過
に
つ
い
て
は
、
地
公
退

ニ
ュ
ー
ス
の
本
年
２
月
号
と
６
月
号
を
ご
覧
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

 

２
０
２
５
年
の
年
金
制
度
改
革
を
振
り
返
る

　

図
表
１
に
今
回
の
年
金
改
革
の
経
緯
を
示
し
た
。
２
０
２
２
年
10
月
に
、

第
１
回
社
会
保
障
審
議
会
年
金
部
会
が
開
催
さ
れ
、
２
０
２
５
年
の
改
正
に

む
け
て
、
議
論
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。
今
次
の
検
討
で
は
、
被
用
者
保
険
の
適

用
拡
大
等
の
低
年
金
対
策
、
遺
族
厚
生
年
金
・
配
偶
者
の
加
給
年
金
の
見
直

し
な
ど
、
家
族
と
年
金
制
度
の
在
り
方
等
、
多
く
の
課
題
を
抱
え
て
い
た
た

め
、
通
例
よ
り
も
か
な
り
早
い
ス
タ
ー
ト
と
な
っ
た
。

　

２
０
２
４
年
７
月
に
、
公
的
年
金
の
財
政
検
証
結
果
が
公
表
さ
れ
、
公
的

年
金
の
財
政
状
況
は
健
全
に
推
移
し
て
い
る
と
報
告
さ
れ
た
。
し
か
し
、
そ

の
際
、
厚
生
労
働
省
は
、
改
革
課
題
の
一
つ
で
あ
り
私
た
ち
の
重
点
要
求
で

あ
る
「
基
礎
年
金
の
拠
出
期
間
45
年
化
」
に
つ
い
て
「
残
念
な
が
ら
（
保
険

料
の
負
担
増
に
対
す
る
）
批
判
を
一
掃
で
き
て
い
る
と
は
い
え
な
い
。
力
不

足
を
お
わ
び
し
た
い
」
と
、
早
々
と
次
期
の
制
度
改
正
を
見
送
る
こ
と
を
表

明
し
て
し
ま
っ
た
。
最
終
的
に
、
年
金
部
会
は
24
回
開
催
さ
れ
、
２
０
２
４
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年
末
に
「
議
論
の
整
理
」
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
。

　

こ
れ
ら
の
年
金
部
会
の
議
論
を
受
け
て
、
年
が
明
け
た
本
年
１
月
下
旬
か

ら
、
与
党
会
議
に
お
い
て
年
金
改
正
に
む
け
た
厚
生
労
働
省
案
が
説
明
さ
れ

た
。
し
か
し
、
参
議
院
選
挙
が
目
前
に
せ
ま
る
中
で
、
「
基
礎
年
金
水
準
の

底
上
げ
（
基
礎
年
金
と
厚
生
年
金
の
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
調
整
期
間
の

一
致
）
」
措
置
を
め
ぐ
っ
て
、
自
民
党
内
の
意
見
が
ま
と
ま
ら
ず
、
厚
生
労

働
省
は
、
４
月
下
旬
に
こ
の
措
置
に
つ
い
て
、
今
回
の
法
案
か
ら
削
除
す
る

こ
と
を
表
明
し
た
。

　

５
月
に
入
っ
て
、
よ
う
や
く
法
案
が
国
会
に
提
出
さ
れ
た
も
の
の
、
基
礎

年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
が
法
案
か
ら
削
除
さ
れ
た
こ
と
に
対
し
て
、
野
党

か
ら
は
「
あ
ん
こ
の
な
い
ア
ン
パ
ン
」
批
判
が
繰
り
広
げ
ら
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。
結
果
と
し
て
、
５
月
下
旬
に
、
自
民
・
公
明
両
党
と
立
憲
民
主
党

が
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
の
検
討
に
関
す
る
附
則
を
書
き
込
ん
だ
修

正
案
を
共
同
提
出
す
る
こ
と
と
な
り
、
６
月
13
日
に
年
金
改
革
法
が
成
立
し

た
。

 

今
回
の
法
改
正
の
主
軸
は
「
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
」

　

紆
余
曲
折
を
経
て
成
立
し
た
今
次
の
年
金
改
革
法
だ
が
、
主
軸
は
被
用
者

保
険
の
適
用
拡
大
だ
（
図
表
２
）
。

　

１
９
９
０
年
代
後
半
か
ら
、
非
正
規
雇
用
や
不
安
定
雇
用
が
増
え
る
中
で
、

国
民
年
金
・
基
礎
年
金
の
み
で
老
後
を
迎
え
ざ
る
を
得
な
い
多
数
の
労
働
者

が
放
置
さ
れ
て
お
り
、
老
後
の
低
年
金
問
題
へ
の
対
応
が
強
く
望
ま
れ
て
い

る
。
差
別
を
な
く
す
た
め
の
社
会
保
障
制
度
が
加
入
要
件
で
差
別
を
作
り
出
し

て
は
な
ら
な
い
こ
と
か
ら
、
被
用
者
年
金
の
適
用
拡
大
が
進
め
ら
れ
て
き
た
。

　

か
つ
て
、
被
用
者
保
険
の
加
入
要
件
に
つ
い
て
は
、
「
週
30
時
間
以
上
」

働
く
労
働
者
が
対
象
だ
っ
た
。
２
０
１
６
年
10
月
か
ら
、
従
業
員
数
５
０
０

人
超
の
企
業
等
で
働
く
「
①
週

労
働
時
間
20
時
間
以
上
、
②
月

額
賃
金
８
・
８
万
円
以
上
（
い

わ
ゆ
る
『
年
収
１
０
６
万
円
の

壁
』
）
、
③
勤
務
期
間
１
年
以
上
、

④
学
生
は
適
用
除
外
」
の
要
件

を
満
た
す
短
時
間
労
働
者
が
適

用
拡
大
の
対
象
と
な
っ
た
。
ま

た
、
２
０
２
０
年
の
法
改
正
に

よ
っ
て
、
「
③
勤
務
期
間
１
年
以

上
」
の
要
件
が
撤
廃
さ
れ
、
「
従

業
員
数
５
０
０
人
超
の
企
業
等

で
働
く
」
と
い
う
要
件
は
、
現

在
、
従
業
員
数
50
人
超
の
企
業

ま
で
拡
大
さ
れ
て
い
る
。

　

今
回
の
法
改
正
で
は
、
企
業

規
模
要
件
が
更
に
段
階
的
に
緩

和
さ
れ
、
２
０
３
５
年
10
月
に

撤
廃
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

ま
た
、
②
月
額
賃
金
８
・
８
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回
の
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今
回
の
法
改
正
の

揺
れ
動
い
た
２
０
２
５
年
の
年
金
制
度
改
革

被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
は
一
歩
前
進　
企
業
規
模
要
件
を
撤
廃
へ

図表１　2025年の年金改革の経緯

2022年

10月25日 第１回社会保障審議会年金部会で、議論がスタート。

2023年

５月30日 第４回年金部会において、次期制度改正の主な検討事項（案）
が提示される。

2024年

７月３日 第16回年金部会で、2024年の財政検証結果が報告される。厚生
労働省は、基礎年金の拠出期間45年化について次期の制度改正
を見送ることを早々と表明。

12月24日 第24回年金部会で「議論の整理」が取りまとめられる。

2025年

１月下旬 与党会議で2025年金改正にむけた厚生労働省案が説明される。

４月下旬 厚生労働省は、「マクロ経済スライドの調整期間の一致（基礎年
金給付水準の底上げ）」については、今回の法案から削除するこ
とを表明。

５月16日 年金改革法案を国会に提出

５月28日 自民・公明両党と立憲民主党が修正案（基礎年金給付水準の底
上げ措置）を共同提出

６月13日 年金改革法が成立

図表２　2025年金制度改正法の主な内容①
　　　（被用者保険の適用拡大）

改正項目・要件 施行日

企業規模要件の
緩和・撤廃

従業員51人以上　　 施行済み（2024/10/１）

従業員36人以上　　 2027年10月１日

従業員21人以上　　 2029年10月１日

従業員11人以上　　 2032年10月１日

企業規模要件を撤廃 2035年10月１日

常時５人以上を
使用する個人事
業所への適用

法定17業種　　　　 施行済み（2024/10/１）

上記以外の全事業所 2029年10月１日（注）

被用者保険の適用に当たり、労働時間の延長や
賃上げを通じて労働者の収入を増加させる事業
主をキャリアアップ助成金により支援する措置
を検討（１人当たり最大75万円助成）

2026年10月１日

月額賃金8.8万円以上の賃金要件（いわゆる
「年収106万円の壁」）を撤廃

法律の公布日から３年以内に
政令で定める日

（注） 2029年10月時点で既に存在する事業所は、当面は加入対象外。
（備考 ）被用者保険の適用拡大の要件のうち、「週労働時間20時間以上」並び

に「常時５人未満を使用する個人事業所」については、今回の改正では
見直しを行わないこととされた。

出所：厚生労働省資料をもとに地公退作成
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円
以
上
（
い
わ
ゆ
る
『
年
収
１
０
６
万
円
の
壁
』
）
の
要
件
に
つ
い
て
も
、

廃
止
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

私
た
ち
は
勤
労
者
の
老
後
の
生
活
を
安
定
さ
せ
る
た
め
に
、
被
用
者
皆
年

金
を
め
ざ
し
て
き
た
。
こ
の
意
味
で
は
、
今
次
改
革
は
正
し
い
方
向
に
進
ん

で
お
り
、
さ
ら
に
改
革
を
加
速
す
べ
き
だ
。

■
在
職
老
齢
年
金
制
度
　
支
給
停
止
額
を
62
万
円
へ
引
き
上
げ

　

被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
以
外
の
法
改
正
の
主
な
内
容
を
図
表
３
に
掲
載

し
た
。

　

令
和
７
年
版
高
齢
社
会
白
書
に
よ
れ
ば
、
60
歳
台
後
半
で
収
入
を
伴
う
仕

事
を
し
て
い
る
人
の
割
合
は
、
男
性
で
60
・
５
％
、
女
性
で
56
・
６
％
と

な
っ
て
い
る
。
年
金
を
受
給
し
な
が
ら
働
い
て
い
る
場
合
、
賃
金
と
年
金
の

合
計
額
（
基
礎
年
金
は
対
象
外
）
が
51
万
円
（
２
０
２
５
年
度
）
を
上
回
る

場
合
は
、
51
万
円
を
超
え
た
額
の
１
／
２
の
年
金
額
が
支
給
停
止
と
な
る
。

　

こ
の
こ
と
が
高
齢
者
の
就
業
意
欲
を
削
い
で
い
る
と
い
う
指
摘
が
あ
り
、

年
金
部
会
で
は
、
①
基
準
額
を
62
万
円
に
引
き
上
げ
、
②
71
万
円
に
引
き
上

げ
、
③
支
給
停
止
の
撤
廃
の
３
案
が
示
さ
れ
た
が
、
今
回
の
改
正
で
は
、
①

の
支
給
停
止
額
を
62
万
円
へ
引
き
上
げ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

■
標
準
報
酬
月
額
の
上
限
の
見
直
し
　
75
万
円
へ
引
き
上
げ

　

厚
生
年
金
保
険
料
は
、
給
料
等
を
も
と
に
し
た
「
標
準
報
酬
月
額
」
を
基

準
に
決
ま
っ
て
お
り
、
現
状
で
は
、
65
万
円
が
そ
の
上
限
と
な
っ
て
い
る
。

年
金
部
会
で
は
、
①
75
万
円
案
、
②
79
万
円
案
、
③
83
万
円
案
、
④
98
万
円

案
の
４
案
が
示
さ
れ
た
が
、
今
回
の
改
正
で
は
、
①
の
75
万
円
へ
段
階
的
に

引
き
上
げ
て
い
く
こ
と
と
さ
れ
た
。

■
遺
族
年
金
の
見
直
し
　
男
女
差
の
解
消
へ

　

遺
族
厚
生
年
金
の
受
給
要
件
に
は
男
女
差
が
あ
り
、
以
前
か
ら
見
直
し
の

必
要
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
た
。
厚
生
年
金
の
加
入
者
が
死
亡
し
た
際
、
20
代

か
ら
50
代
の
子
の
な
い
配
偶
者
が
受
け
取
る
遺
族
厚
生
年
金
は
、
死
別
時
に

30
歳
未
満
の
妻
に
は
有
期
給
付
、
30
歳
以
上
の
妻
に
は
期
限
の
定
め
の
な
い

終
身
の
給
付
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
で
、
配
偶
者
が
夫
の
ケ
ー
ス
で
は
、
給

付
さ
れ
る
の
は
55
歳
以
上
で
の
死
別
に
限
定
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
場
合
で
も
、

60
歳
未
満
は
支
給
停
止
さ
れ
る
仕
組
み
で
あ
り
、
制
度
上
の
大
き
な
男
女
差

が
残
っ
て
い
る
。

　

今
回
の
改
正
で
は
、
20
代
か
ら
50
代
に
死
別
し
た
子
の
な
い
配
偶
者
に
対

す
る
遺
族
厚
生
年
金
を
、
男
女
と
も
原
則
５
年
間
の
有
期
給
付
と
し
て
男
女

差
を
解
消
す
る
こ
と
と
し
た
。
た
だ
し
、
実
施
に
あ
た
っ
て
は
、
女
性
は
対

象
年
齢
を
現
行
の
30
歳
未
満
か
ら
20
年
間
か
け
て
段
階
的
に
引
き
上
げ
る
等
、

様
々
な
配
慮
措
置
を
設
け
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

■
子
の
加
算
の
見
直
し
と
配
偶
者
加
給
年
金
の
見
直
し

　

子
の
加
算
に
つ
い
て
は
、
障
害
基
礎
年
金
・
遺
族
基
礎
年
金
の
子
に
係
る

加
算
や
老
齢
厚
生
年
金
の
加
給
年
金
が
あ
る
が
、
第
３
子
以
降
の
子
へ
の
加

算
額
は
第
１
子
・
第
２
子
へ
の
加
算
額
に
比
べ
て
少
な
く
な
っ
て
い
る
。
今

回
の
改
正
で
は
、
次
世
代
育
成
に
む
け
て
、
第
１
子
・
第
２
子
と
第
３
子
以

降
の
支
給
額
を
一
律
28
万
１
７
０
０
円
へ
引
き
上
げ
た
。

　

ま
た
、
老
齢
厚
生
年
金
に
お
け
る
配
偶
者
に
係
る
加
給
年
金
に
つ
い
て
は
、

年
金
部
会
の
議
論
の
整
理
で
は
、
「
社
会
状
況
の
変
化
等
に
よ
り
そ
の
役
割

が
縮
小
し
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
将
来
的
な
廃
止
も
含
め
て
見
直
す
方
向

性
に
つ
い
て
は
概
ね
意
見
が
一
致
」
し
た
こ
と
か
ら
、
今
回
の
改
正
で
は
、

年
額
を
36
万
７
２
０
０
円
に
引
き
下
げ
た
。
た
だ
し
、
現
在
の
受
給
者
は
見

直
し
の
対
象
と
は
し
て
い
な
い
。

■
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
調
整
期
間
の
一
致
（
基
礎
年
金
の
底
上
げ
）

　

将
来
的
に
基
礎
年
金
の
給
付
水
準
の
低
下
が
見
込
ま
れ
る
中
で
、
基
礎
年

金
水
準
の
底
上
げ
措
置
（
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
調
整
期
間
の
一
致
）
を

実
施
す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
、
次
回
２
０
２
９
年
の
財
政
検
証
時
に
判
断

す
る
規
定
が
附
則
に
盛
り
込
ま
れ
た
。
ま
た
、
こ
の
措
置
を
導
入
し
た
際
に
、

一
時
的
に
厚
生
年
金
の
給
付
水
準
が
低
下
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
た
が
、

そ
の
場
合
の
影
響
を
緩
和
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

 

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

　

基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
（
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
調
整
期
間
の

一
致
）
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
省
は
「
理
解
が
得
ら
れ
な
い
」
と
一
旦
は

法
案
か
ら
削
除
し
た
も
の
の
、
修
正
案
が
提
出
さ
れ
、
辛
く
も
復
活
す
る
こ

と
と
な
っ
た
。
も
と
も
と
年
金
部
会
の
議
論
で
は
賛
否
両
論
が
あ
り
、
「
部

会
と
し
て
意
見
は
ま
と
ま
ら
な
か
っ
た
」
と
議
論
の
整
理
で
報
告
さ
れ
て
い

る
と
お
り
、
こ
の
措
置
自
体
に
問
題
の
火
種
を
か
か
え
て
い
た
。

　

今
回
の
措
置
の
問
題
点
と
し
て
、
従
来
の
拠
出
ル
ー
ル
か
ら
大
き
な
変
更

と
な
る
厚
生
年
金
積
立
金
の
活
用
を
前
提
と
し
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、
底
上

げ
に
伴
い
必
要
と
な
る
国
庫
負
担
の
財
源
確
保
策
も
明
ら
か
に
な
っ
て
い
な

い
こ
と
が
あ
り
、
国
民
の
理
解
も
十
分
と
は
い
え
な
い
（
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ

イ
ド
の
調
整
期
間
の
一
致
の
制
度
の
概
要
・
問
題
点
は
地
公
退

ニ
ュ
ー
ス
６
月
号
を
参
照
さ
れ
た
い
）
。

■ 

地
公
退
は
、「
被
用
者
年
金
の
さ
ら
な
る
適
用
拡
大
」
と
「
基
礎
年

金
の
拠
出
期
間
の
45
年
化
」
を
優
先
し
て
実
現
め
ざ
す

　

昨
年
の
財
政
検
証
と
同
時
に
行
わ
れ
た
オ
プ
シ
ョ
ン
試
算
で
は
、

基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
と
し
て
、
「
被
用
者
年
金
の
適
用
拡

大
」
と
「
基
礎
年
金
の
拠
出
期
間
の
45
年
化
」
の
二
つ
の
措
置
が

「
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
の
調
整
期
間
の
一
致
」
と
同
等
か
、
そ
れ
以

上
の
効
果
が
あ
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
現
行
の
基
礎
年
金
制
度
は
、
保
険
料
を
支
払
う
期
間
が
20

歳
以
上
60
歳
未
満
の
40
年
間
で
、
年
金
を
受
給
で
き
る
の
は
65
歳
か

ら
と
な
っ
て
い
る
。
昔
と
違
っ
て
、
60
歳
を
過
ぎ
て
も
働
く
人
が
増

え
、
現
在
で
は
65
歳
ま
で
の
雇
用
確
保
措
置
が
す
べ
て
の
企
業
で
義

務
化
さ
れ
る
。
60
歳
を
超
え
て
厚
生
年
金
に
加
入
す
る
被
保
険
者
に

と
っ
て
は
、
保
険
料
を
60
歳
前
と
同
じ
よ
う
に
負
担
し
て
も
60
歳
以

降
は
基
礎
年
金
に
反
映
さ
れ
な
い
と
い
う
制
度
的
な
不
備
が
生
じ
て

い
る
。
拠
出
期
間
40
年
は
、
平
均
余
命
や
就
労
期
間
の
延
び
に
対
応

で
き
て
お
ら
ず
、
時
代
遅
れ
と
な
っ
て
お
り
、
早
急
に
45
年
化
を
実

現
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

地
公
退
は
、
三
つ
の
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
の
う
ち
、
被

用
者
保
険
の
適
用
拡
大
と
基
礎
年
金
の
拠
出
期
間
の
45
年
化
を
優
先

し
て
取
り
組
み
を
進
め
て
き
た
。
引
き
続
き
、
退
職
者
連
合
に
結
集

し
て
、
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
と
基
礎
年
金
の
拠
出
期
間
の
45
年

化
に
よ
る
低
年
金
対
策
の
充
実
を
図
り
、
生
活
で
き
る
給
付
水
準
を

保
障
し
、
将
来
に
わ
た
っ
て
安
定
し
た
年
金
制
度
の
確
立
に
む
け
、

引
き
続
き
取
り
組
み
を
強
化
し
て
い
く
。

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
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低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
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低
年
金
対
策
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し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
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低
年
金
対
策
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し
て
必
要
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「
基
礎
年
金
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準
の
底
上
げ
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置
」
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金
対
策
と
し
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必
要
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「
基
礎
年
金
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準
の
底
上
げ
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置
」
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年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
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低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
措
置
」
と
は

低
年
金
対
策
と
し
て
必
要
な
「
基
礎
年
金
水
準
の
底
上
げ
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図表３　2025年金制度改正法の主な内容②（その他の課題）

項目 改正内容 施行日

(１) 在職老齢年金制度の見直
し

支給停止となる収入基準額を51万円（2025年
度価格）から62万円に引き上げる。

2026年４月１日

(２) 厚生年金保険等の標準報
酬月額の上限の段階的引
き上げ

①65万円→68万円
②68万円→71万円
③71万円→75万円

①2027年９月１日
②2028年９月１日
③2029年９月１日

(３) 遺族年金の見直し ① 男女差解消のため、18歳未満の子のない20
～50代の配偶者を原則５年の有期給付の対
象とし、60歳未満の男性を新たに支給対象
とする。

② 父または母と生計を同じくしていても、こ
どもが遺族基礎年金を受け取れるように見
直す（父または母が遺族基礎年金を受け取
れない場合）。

① 男性は2028年４月から実
施、女性は2028年４月か
ら20年かけて段階的に実
施。

②2028年４月１日

(４) 子の加算の見直し こどもを育てている年金受給者の加算を充実
する。子の人数にかかわらず、加算額を一律
281,700円に引き上げる（第２子までの年額
から20％増額）。

2028年４月１日

(５) 配偶者加給年金の見直し 女性の社会進出や共働き世帯の増加を踏まえ
て、年下の配偶者を扶養している場合にのみ
支給される老齢厚生年金の配偶者の加算を見
直す（現行408,100円　見直し後367,200円、
既受給者は現行の額のまま）。

2028年４月１日

(６) 将来の基礎年金水準の低
下への対応

① 次の財政検証（2029年の予定）で、基礎年金の給付水準の低下が見込まれ
る場合には、給付と負担の均衡をとりつつ、厚生年金の方も受給する基礎
年金の将来の給付水準を上昇させるため、措置（※）を講じる。

② 基礎年金と厚生年金の報酬比例部分の合計額が低下する年金受給者には、
その影響を緩和するための措置を講じる。

（※） この措置を実施するためには、将来的な国庫負担の増加が見込まれることから、その増加分に対応
した安定財源の確保が必要。

出所：厚生労働省資料をもとに地公退作成


